
１ 火災

火災の現状

出火件数

平成２０年の県内の火災件数（爆発を含む。以

下同じ。）は２５９件で、前年に比べて２８件減少

した。

火災種別でみると、建物火災１６５件（前年１５

６件、前年比較増減＋９件、以下同じ）、林野火

災１０件（２１件、△１１件）、車両火災２９件（２８

件、＋１件）、船舶火災０件（１件、△１件）、その

他火災５５件（８１件、△２６件）である。

月別にみると、４月が３８件と火災発生件数が

もっとも多く、９月が１１件ともっとも少なかった。

■火災種類別発生状況 単位（件）

合計 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他
平成16年 260 148 18 23 0 0 71
平成17年 270 167 12 28 1 0 62
平成18年 264 189 9 29 1 0 36
平成19年 287 156 21 28 1 0 81
平成20年 259 165 10 29 0 0 55

出火件数

■火災発生件数の推移
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死者・負傷者数

平成２０年の死者は１４名、負傷者は３１名で、

前年に比べて死者は３名、負傷者は１名減少し

ている。

死者１４名のうち、逃げ遅れによるものは１０名

で、７１．４％を占める。また、男女別では、男性

８名、女性６名であり、年齢別では６５歳以上の

高齢者は９名であった。

負傷者については、重症者が３名、中等症者

が９名、軽症者が１９名であった。

■死者・負傷者数の推移 単位（人） 
平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

7 19 13 17 14
4 8 2 7 1
2 11 6 10 9

34 39 58 32 31
2,004 2,195 2,067 2,005 1,969

死者

負傷者
うち幼児・高齢者
うち放火自殺者（巻添等含む）

死者(全国）
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損害額

平成２０年の損害額は９５３，８４４千円で前年

と比べて５３０，３００千円増加した。損害額の９

６．３％は建物火災が占めており、建物火災件

数が前年に比べて増加したことが損害額の増加

にもつながったと考えられる。

１千万円以上の損害額が発生した火災は、２

０件で全体の７．７％であった。また損害額は、

損害額全体の８３．１％であった。

また、火災の１件あたりの損害額を段階別に

みた出火件数は損害額１０万円未満の火災が６

０．６％となっている。

■損害額の推移

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年
損害額 455,045 625,477 772,572 423,544 953,844

1件あたり1千万円以上
の火災による損害額

291,575 423,105 524,861 248,603 793,067

損害額（全国）
（単位：百万円）

134,915 157,576 114,229 125,440 108,417

■損害額別出火件数割合 （単位：万円） 
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出火原因

平成２０年の出火原因は、放火（疑い含む、以

下同じ）によるものが３５件で最も多く、次いでた

き火（２４件）、こんろ（２１件）、たばこ（１８件）の

順となっている。

放火のうち、建物火災は２２件、車両火災は２

件、その他火災は１１件であり、前年に比べると

全体で７件減少した。

出火原因別の損害額は、電灯・電話等の配線

が３４７,５４０千円で最も多かった。

■近年の出火原因上位の推移

1位 こんろ 31件 放火（疑い含む） 42件 放火（疑い含む） 35件
2位 放火（疑い含む） 22件 こんろ 35件 たき火 24件
3位 たばこ 19件 たき火 35件 こんろ 2１件
4位 たき火 18件 たばこ 20件 たばこ 18件
5位 ストーブ 15件 火入れ 16件 火あそび 15件

平成１９年 平成２０年平成１８年



火災種別の状況

建物火災

平成２０年の建物火災発生件数は１６５件であ

り、前年と比較して９件増加した。また、全体に

占める割合は６３．７％であった。

建物火災の出火原因の上位（不明を除く）は、

放火（疑い含む・２２件）、こんろ（２０件）、たばこ

（１１件）、配線器具（１０件）であった。

建物火災の件数及び損害額の推移

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年
148 167 189 156 165

440,153 606,524 760,202 412,241 921,758損害額（千円）
件数

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
800,000
900,000

1,000,000

平成１６年平成１７年平成１８年平成１９年平成２０年

100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200

損害額（千円） 件数

月別建物火災発生状況

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

（件）

建物火災の主な出火原因

0 5 10 15 20 25 30

不明

その他

放火の疑い

放火

火入れ

取灰

衝突の火花

灯火

溶接機・切断機

たき火

マッチ・ライター

火遊び

配線器具

電灯・電話等の配線

電気装置

電気機器

煙突・煙道

ボイラー

ストーブ

焼却炉

炉

風呂かまど

かまど

こんろ

たばこ

(件）

 
林野火災

平成２０年の林野火災発生件数は１０件であり、

前年と比較して１１件減少した。

損害額も６０千円と前年より１，５６７千円減少

した。近年は、消防局と消防防災航空隊の連携

が強化されていることもあり、林野火災による損

害額は平成１９年を除き平成１６年から１００万

円以下に抑えられている。

主な出火原因はたき火（４件）、火入れ（２件）

であった。

林野火災の件数及び損害額の推移

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年
18 12 9 21 10

678 618 319 1,627 60
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車両火災

平成２０年の車両火災発生件数は２９件であり、

前年と比較して１件増加した。ここ数年は３０件

弱で推移している。また、損害額は３１，０３７千

円で、前年と比較して２１，９８４千円増加したが、

米子市で損害額２，５００万円を越す貨物車の

火災があったのが大きな要因である。

車両火災の件数及び損害額の推移

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年
23 28 29 28 29

8,244 16,243 9,985 9,053 31,037
件数
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車両火災の出火原因別分類
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その他火災

平成２０年のその他火災の発生件数は５５件

であり、前年と比較して２６件減少した。前年多

かった枯草火災は１３件減の３３件であった。

ただし、損害額は９８９千円と５４０千円増加し

た。 
出火原因はたき火（１３件）、放火（疑い含む、

１１件）が多かった。

その他火災の件数及び損害額の推移

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年
71 62 36 81 55

5,744 1,892 1,664 449 989
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その他火災の出火原
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過去の火災発生状況の推移

昭和５３年に４３９件と最悪を記録した火災件

数はその後減少し、平成３年及び平成４年には

２２５件まで減少した。

平成６年に火災件数が急激に増加しているが、

これは平成６年に火災報告取扱要領が改正さ

れ、火災件数の計上方法が見直しされたことが

影響していると考えられる。特にその他火災（枯

草火災等）の件数についてはその影響が大き

い。 

建物火災は昭和５０年代以降減少傾向にあり、

平成元年以降２００件を超えているのは平成７

年のみである。林野火災も平成１９年は２０件を

超えたものの、昭和５０年代以降減少傾向にあ

る。車両火災は平成５年以降常に２０件を超え

ており、近年は３０件弱で推移している。

死者数は年によって増減があるが、１０名～１

５名程度で推移しており、全体としてはゆるやか

な増加傾向にある。平成１５年に２０名、平成１４

年及び平成１７年にそれぞれ１９名と多い年が

出てきた。（表１－１５参照）

死者数・負傷者数の推移
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火災予防

防火対象物数

県内の防火対象物数は２０４０６件（平成２１年３月３１日

現在）である。

県内の防火対象物として大きな割合を占めるのは、寄宿

舎、共同住宅、工場・作業場、事務所、倉庫などである。

また、平成１６年度と比較して、増加率が大きいのは、老

人福祉施設・保育園（＋１５％）、寄宿舎・共同住宅（＋１

４％）である。

市町村別に見ると、市部の合計が７５．８％となっており、

防火対象物が偏在している状況がうかがえる。

（表１－１６，１－１７参照）

＜防火対象物の推移＞

（防火対象物数）
（件）

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 増減数 増減率

20,249 20,127 20,483 20,617 20,406 157 0.8%
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防火管理

県内の防火管理実施義務対象物（消防法８条対象物）は

５，１３９件である（平成２１年３月３１日現在）。（「１－１９

防火管理者実施状況」参照。下記同様。）

そのうち、防火管理者の選任されている防火対象物が３，

８５８件であり、防火管理者の選任率は７５．１％（対前年

＋１．７％）であった。

また、消防計画の作成率は６２．１％（同＋２．２％）であっ

た。 
防火対象物の区分ごとでみると、キャバレー等、飲食店

といった特定防火対象物（避難経路を熟知していない不特

定多数の人が出入りする建物）や寄宿舎・共同住宅におい

て防火管理者の選任等が行われていないものが多い。 
（表１－１８，１－１９参照）

＜防火管理者選任率・消防計画作成率の推移＞
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防火管理実施義務対象物数 5,424 5,374 5,216 5,226 5,139

防火管理者選任率 67.5% 69.5% 72.3% 73.4% 75.1%

消防計画作成率 54.0% 53.4% 58.1% 59.9% 62.1%
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消防用設備

消防用設備の設置状況については、スプリンクラー設

備については、設置率１００％を達成している。

しかし、設置が必要な防火対象物の多い屋内消火栓設

備、自動火災報知設備をはじめ、消防用設備等の種類に

よっては依然として未設置の防火対象物が存在する。

平成２０年度の消防用設備の点検報告率は３４．７％で

あり、１，０００㎡未満、１，０００㎡以上に分けるとそれぞれ

２６．４％、６６．０％となっている。これは大規模な建物につ

いては消防機関が立入検査を行うなどして重点的に指導

を行っていることにより生じた差と思われる。

過去５年間の状況を見ると、わずかに上昇しているもの

の、点検報告率は依然低い状態である。

区分別では、待合・料理店、飲食店、蒸気風呂・熱気浴

場の防火対象物は点検報告率が低い状況にある。

（表１－２０～２３参照）

＜消防用設備の点検報告率の推移＞
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平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

報告率（全体） １，０００㎡未満報告率 １，０００㎡以上報告率

立入検査

平成２０年度の防火対象物への立入検査件数は２，８２８

件であった。過去５年間で見ると、検査割合は全防火対象

物数の１０％台の前半で推移しており、依然低い水準にあ

る。

立入検査を行った防火対象物を区分ごとにみると、平成

１９年１月宝塚市で８人の死傷者を出したカラオケボックス

での火災を受けて、県内のカラオケボックスの立入検査は

１００％行われている。次いで文化財が重点的に実施され

ている。その他の対象物は予防要員の関係もあり、検査を

十分に行うことができていない状況にある。

（表１－２４，１－２５参照）
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１－１６ 防火対象物数の推移

平成
１６
年度

平成
１７
年度

平成
１８
年度

平成
１９
年度

平成
２０
年度

平成20年度
－

平成１6年度
増減率

イ 劇場・映画館 45 43 45 44 44 -1 -2%

ロ 公会堂・集会場 546 529 530 541 457 -89 -16%

イ キャバレー等 6 7 5 4 4 -2 -33%

ロ 遊技場 76 77 78 72 66 -10 -13%

ハ 性風俗関連

ニ カラオケボックス等 11 11

イ 待合・料理店 15 17 16 16 16 1 7%

ロ 飲食店 442 444 428 422 408 -34 -8%

4 百貨店・店舗等 1,025 1,034 1,040 1,031 1,005 -20 -2%

イ 旅館・ホテル等 650 633 619 612 595 -55 -8%

ロ 寄宿舎・共同住宅 4,261 4,381 4,454 4,546 4,547 286 7%

イ 病院・診療所 487 480 476 477 458 -29 -6%

ロ 老人福祉施設・保育園 529 541 580 603 623 94 18%

ハ 幼稚園等 80 76 75 76 77 -3 -4%

7 学校 924 896 916 916 891 -33 -4%

8 図書館等 65 72 66 66 67 2 3%

イ 蒸気風呂・熱気浴場 15 14 15 17 18 3 20%

ロ 公衆浴場 25 24 25 27 27 2 8%

10 停車場 12 12 12 11 12 0 0%

11 神社・寺院等 421 415 426 426 427 6 1%

イ 工場・作業場 3,403 3,326 3,344 3,341 3,276 -127 -4%

ロ 映画・テレビスタジオ 1 1 0 0 0 -1 -100%

イ 駐車場 371 366 384 389 387 16 4%

ロ 航空機格納庫 7 8 7 7 7 0 0%

14 倉庫 2,375 2,325 2,406 2,414 2,364 -11 0%

15 事務所 2,792 2,751 2,828 2,832 2,873 81 3%

イ 複合用途（特定） 1,273 1,256 1,288 1,304 1,321 48 4%

ロ 複合用途（非特定） 333 329 350 354 356 23 7%

16の2 地下街

16の3 準地下街

17 文化財 70 70 70 70 70 0 0%

18 延長50メートル以上のアーケード 19 19 19 18 18 -1 -5%

19 市町村の指定する山林

20 総務省令で定める舟車

20,268 20,146 20,502 20,636 20,425 157 1%

6

9

12

合計

13

16

5

防火対象物の区分

1

3

2



１－１７ 市町村別防火対象物数

4 7 8

イ ロ イ ロ ハ ニ イ ロ イ ロ イ ロ ハ

劇場・
映画
館

公会
堂
・

集会
場

キャバ
レー等

遊技
場

性風
俗関
連

カラオ
ケボッ
クス等

待合・
料理
店

飲食
店

百貨
店
・

店舗
等

旅館・
ホテル

等

寄宿
舎

・共同
住宅

病院・
診療
所

老人
福祉
施設

・
保育
園

幼稚
園等

学校
図書館

等

鳥取市 7,064 17 114 0 28 2 10 135 350 139 2,051 163 159 29 281 16

米子市 5,149 8 58 1 19 5 3 124 296 101 1,626 148 146 24 213 10

倉吉市 2,175 2 63 2 10 2 1 45 114 31 394 59 79 15 118 2

境港市 1,093 3 15 0 4 0 0 25 56 10 177 20 34 3 48 4

岩美町 324 0 10 0 0 0 0 4 14 66 7 6 12 0 12 3

若桜町 171 0 4 0 0 0 1 4 2 9 6 2 4 1 7 4

智頭町 262 1 14 0 0 0 0 1 9 3 9 2 6 0 22 0

八頭町 429 1 16 0 0 0 0 3 22 6 21 11 24 0 36 1

三朝町 244 0 9 0 1 0 1 4 9 47 27 5 10 0 8 3

北栄町 529 2 18 0 1 1 0 3 16 4 22 3 22 1 20 3

湯梨浜町 515 3 43 0 1 0 0 8 23 32 79 5 23 2 13 6

琴浦町 885 2 21 1 2 1 0 11 28 6 42 11 23 1 26 0

日吉津村 102 1 1 0 0 0 0 4 5 2 26 4 6 0 3 1

大山町 482 1 29 0 0 0 0 15 20 75 23 8 30 1 27 3

南部町 212 0 13 0 0 0 0 2 12 1 3 2 12 0 10 6

伯耆町 303 2 9 0 0 0 0 9 13 47 17 7 12 0 19 3

日南町 260 0 13 0 0 0 0 3 7 7 4 1 9 0 5 1

日野町 137 0 6 0 0 0 0 6 5 2 10 1 7 0 17 1

江府町 89 1 1 0 0 0 0 2 4 7 3 0 5 0 6 0

東部 8,250 19 158 28 2 11 147 397 223 2,094 184 205 30 358 24

中部 4,348 9 154 3 15 4 2 71 190 120 564 83 157 19 185 14

西部 7,827 16 145 1 23 5 3 190 418 252 1,889 191 261 28 348 29

県計 20,425 44 457 4 66 11 16 408 1,005 595 4,547 458 623 77 891 67

5 61 32



（ 平成21.3.31現在 ）

9 10 11 14 15 16の2 16の3 17 18 19 20

イ ロ イ ロ イ ロ イ ロ

蒸気風
呂・熱気

浴場

公衆
浴場

停車場
神社・
寺院等

工場・
作業場

映画・
テレビ

スタジオ
駐車場

航空機
格納庫

倉庫 事務所
複合
用途

（特定）

複合用
途（非
特定）

地下街
準地
下街

文化財

延長50
メートル
以上の
アー

ケード

市町村
長の指
定する
山林

総務省
令で定
める舟

車

0 12 4 143 1,019 0 112 2 619 827 649 164 12 7

16 4 3 69 687 0 84 0 593 543 297 61 6 4

0 2 0 48 346 0 60 0 337 286 105 53 1 0

0 2 2 14 249 0 5 5 217 129 49 13 2 7

0 1 0 10 63 0 7 0 38 50 19 1 1 0

0 1 0 5 45 0 7 0 22 22 17 5 3 0

0 0 0 11 92 0 3 0 21 30 17 9 12 0

0 1 0 12 106 0 16 0 35 75 35 5 3 0

1 1 0 6 33 0 8 0 21 24 11 4 11 0

0 1 0 11 127 0 20 0 112 118 15 9 0 0

0 2 1 13 84 0 13 0 57 70 19 15 3 0

0 0 2 20 142 0 18 0 142 341 29 13 3 0

1 0 0 2 25 0 1 0 4 14 2 0 0 0

0 0 0 17 85 0 8 0 45 72 11 1 11 0

0 0 0 11 49 0 3 0 27 48 12 0 1 0

0 0 0 11 48 0 7 0 18 65 14 2 0 0

0 0 0 14 29 0 8 0 36 117 6 0 0 0

0 0 0 8 28 0 3 0 9 23 9 1 1 0

0 0 0 2 19 0 4 0 11 19 5 0 0 0

15 4 181 1,325 0 145 2 735 1,004 737 184 31 7

1 6 3 98 732 0 119 0 669 839 179 94 18 0

17 6 5 148 1,219 0 123 5 960 1,030 405 78 21 11

18 27 12 427 3,276 0 387 7 2,364 2,873 1,321 356 70 18

13 1612





（平成21.3.31現在）

防火
対
象物
数

うち
高層

協議
事項
届出
対象
物数

うち
高層

届出
率

イ 劇場・映画館 36 34 94.4% 32 88.9% 0 0 0 0

ロ 公会堂・集会場 344 318 92.4% 272 79.1% 0 0 0 0

イ キャバレー等 4 2 50.0% 1 25.0% 0 0 0 0

ロ 遊技場 57 43 75.4% 39 68.4% 0 0 0 0

ハ 性風俗関連 0 0 0 0 0 0 0

ニ カラオケボックス等 11 9 81.8% 9 81.8% 0 0 0 0

イ 待合・料理店 10 5 50.0% 2 20.0% 0 0 0 0

ロ 飲食店 374 211 56.4% 163 43.6% 6 0 4 0 67%

4 百貨店・店舗等 625 422 67.5% 351 56.2% 0 0 0 0

イ 旅館・ホテル等 353 327 92.6% 307 87.0% 0 0 0 0

ロ 寄宿舎・共同住宅 435 252 57.9% 157 36.1% 0 0 0 0

イ 病院・診療所 140 117 83.6% 97 69.3% 0 0 0 0

ロ 老人福祉施設・保育園 411 398 96.8% 388 94.4% 0 0 0 0

ハ 幼稚園等 55 53 96.4% 52 94.5% 0 0 0 0

7 学校 259 242 93.4% 238 91.9% 0 0 0 0

8 図書館等 41 36 87.8% 33 80.5% 0 0 0 0

イ 蒸気風呂・熱気浴場 8 6 75.0% 6 75.0% 0 0 0 0

ロ 公衆浴場 16 12 75.0% 10 62.5% 0 0 0 0

10 停車場 3 2 66.7% 1 33.3% 0 0 0 0

11 神社・寺院等 237 155 65.4% 108 45.6% 0 0 0 0

イ 工場・作業場 269 227 84.4% 180 66.9% 2 0 0 0 0%

ロ 映画・テレビスタジオ 0 0 0 0 0 0 0

イ 駐車場 2 1 50.0% 1 50.0% 0 0 0 0

ロ 航空機格納庫 1 1 1 0 0 0 0

14 倉庫 19 13 68.4% 10 52.6% 0 0 0 0

15 事務所 523 399 76.3% 299 57.2% 5 0 3 0 60%

イ 複合用途（特定） 830 517 62.3% 383 46.1% 19 1 16 1 84%

ロ 複合用途（非特定） 72 52 72.2% 45 62.5% 1 0 1 0 100%

16の2 地下街 0 0 0 0 0 0 0

16の3 準地下街 0 0 0 0 0 0 0

17 文化財 4 4 100.0% 4 100.0% 0 0 0 0
18 延長50メートル以上のアーケード
19 市町村の指定する山林
20 総務省令で定める舟車

5,139 3,858 75.1% 3,189 62.1% 33 1 24 1 73%

共同防火管理実施状況

防火対象物の区分 届出率
防火管理
実施義務
対象物数

防火
管理
者選
任済
対象
物

選任率

消防
計画
作成
済対
象物

合計

13

16

9

12

3

5

6

１－１９　防火管理実施状況
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１－２０　消防用設備等設置状況年別推移

平成１６年度平成１７年度平成１８年度平成１９年度平成２０年度

屋内消火栓設備 80.8% 80.8% 80.8% 93.3% 93.1%

スプリンクラー設備 91.8% 91.8% 92.6% 100.0% 100.0%

水噴霧消火設備等 97.2% 96.9% 97.8% 98.9% 98.9%

屋外消火栓設備 97.2% 90.1% 93.9% 100.0% 97.2%

動力消防ポンプ設備 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

自動火災報知設備 84.8% 85.3% 85.2% 96.5% 96.4%

ガス漏れ火災警報設備 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

漏電火災警報器 91.1% 92.0% 92.8% 92.7% 92.7%

非常警報設備 81.7% 82.4% 82.4% 94.3% 94.5%

避難器具 87.8% 88.0% 88.3% 95.9% 96.2%

誘導灯 91.0% 91.5% 91.8% 97.2% 97.2%

消防用水 97.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

排煙設備 100.0% 97.9% 97.7% 100.0% 100.0%

連結散水設備 73.9% 71.4% 71.4% 88.2% 88.2%

連結送水管 98.9% 99.0% 99.0% 100.0% 100.0%

非常コンセント設備 97.2% 94.6% 97.4% 100.0% 100.0%

消防用水

消防用設備等の種類

消防の用に
供する設備

消火設備

警報設備

避難設備

消火活動上必要な施設

消防用設備設置割合

65.0%
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１－２１　消防用設備等設置状況
（平成21.3.31現在）

設置必要対象物数 特例 設置数 設置率

屋内消火栓設備 2,448 334 1,969 93.1%

スプリンクラー設備 256 27 229 100.0%

水噴霧消火設備等 377 4 369 98.9%

屋外消火栓設備 152 11 137 97.2%

動力消防ポンプ設備 12 0 12 100.0%

自動火災報知設備 8,798 1,006 7,512 96.4%

ガス漏れ火災警報設備 21 0 21 100.0%

漏電火災警報器 287 0 266 92.7%

非常警報設備 2,587 285 2,176 94.5%

避難器具 1,957 158 1,730 96.2%

誘導灯 5,427 261 5,020 97.2%

消防用水 50 11 39 100.0%

排煙設備 45 1 44 100.0%

連結散水設備 21 4 15 88.2%

連結送水管 312 3 309 100.0%

非常コンセント設備 49 1 48 100.0%

消防用設備等の種類

消防の用
に供する
設備

消防用水

消火活動上必要な施設

消火設備

警報設備

避難設備



１－２２　消防用設備点検報告状況年別推移

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

報告率（全体） 26.5% 29.1% 30.0% 30.8% 34.7%

１，０００㎡未満報告率 19.1% 21.1% 22.4% 23.6% 26.4%

１，０００㎡以上報告率 55.7% 59.6% 58.5% 58.2% 66.0%
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平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

報告率（全体） １，０００㎡未満報告率 １，０００㎡以上報告率



１－２３　消防用設備点検報告状況
（平成21.3.31現在）

点検が
必要な
防火対
象物の
総数

うち報
告済み
防火対
象物

報告率
1,000㎡
未満

うち報告
済防火
対象物

報告率
1,000
㎡以上

うち報
告済防
火対象
物

報告率

イ劇場・映画館 42 30 71.4% 8 1 12.5% 34 29 85.3%

ロ公会堂・集会場 440 259 58.9% 368 202 54.9% 72 57 79.2%

イキャバレー等 4 1 25.0% 4 1 25.0% 0 0

ロ遊技場 64 39 60.9% 36 21 58.3% 28 18 64.3%

ハ性風俗関連 0 0 0 0 0 0

ニカラオケボックス等 10 7 70.0% 10 7 70.0% 0 0

イ待合・料理店 15 2 13.3% 15 2 13.3% 0 0

ロ飲食店 415 82 19.8% 396 70 17.7% 19 12 63.2%

4 百貨店・店舗等 999 315 31.5% 767 162 21.1% 232 153 65.9%

イ旅館・ホテル等 596 284 47.7% 450 184 40.9% 146 100 68.5%

ロ寄宿舎・共同住宅 4526 863 19.1% 3,863 532 13.8% 663 331 49.9%

イ病院・診療所 459 205 44.7% 379 135 35.6% 80 70 87.5%

ロ老人福祉施設・保育園 593 392 66.1% 429 258 60.1% 164 134 81.7%

ハ幼稚園等 90 69 76.7% 52 36 69.2% 38 33 86.8%

7 学校 878 760 86.6% 361 287 79.5% 517 473 91.5%

8 図書館等 63 53 84.1% 48 39 81.3% 15 14 93.3%

イ蒸気風呂・熱気浴場 18 3 16.7% 17 2 11.8% 1 1 100.0%

ロ公衆浴場 26 10 38.5% 22 6 27.3% 4 4 100.0%

10 停車場 12 5 41.7% 5 2 40.0% 7 3 42.9%

11 神社・寺院等 417 150 36.0% 379 129 34.0% 38 21 55.3%

イ工場・作業場 3139 1,070 34.1% 2,331 553 23.7% 808 517 64.0%

ロ映画・テレビスタジオ 0 0 0 0 0 0

イ駐車場 369 158 42.8% 321 130 40.5% 48 28 58.3%

ロ航空機格納庫 7 3 42.9% 3 3 100.0% 4 0 0.0%

14 倉庫 2232 578 25.9% 1,910 419 21.9% 322 159 49.4%

15 事務所 2767 1,088 39.3% 2,142 671 31.3% 625 417 66.7%

イ複合用途（特定） 1304 362 27.8% 1,043 206 19.8% 261 156 59.8%

ロ複合用途（非特定） 344 79 23.0% 284 43 15.1% 60 36 60.0%

16の2 地下街 0 0 0 0 0 0

16の3 準地下街 0 0 0 0 0 0

17 文化財 65 42 64.6% 64 41 64.1% 1 1 100.0%

18 延長50メートル以上のアーケード 18 0 0.0% 11 0 0.0% 7 0 0.0%

19 市町村の指定する山林 0 0 0 0 0 0

20 総務省令で定める舟車 0 0 0 0 0 0

19,912 6,909 34.7% 15,718 4,142 26.4% 4,194 2,767 66.0%合計

13

16

5

6

9

12

防火対象物の区分

1

3

2





１－２５ 立入検査実施状況

（平成21.3.31現在）

防火対象物数 立入検査
防火対象物数に
占める立入検査

件数の割合

イ 劇場・映画館 44 17 38.6%

ロ 公会堂・集会場 457 135 29.5%

イ キャバレー等 4 3 75.0%

ロ 遊技場 66 19 28.8%

ハ 性風俗関連 0 0

ニ カラオケボックス等 11 11 100.0%

イ 待合・料理店 16 1 6.3%

ロ 飲食店 408 75 18.4%

4 百貨店・店舗等 1005 180 17.9%

イ 旅館・ホテル等 595 216 36.3%

ロ 寄宿舎・共同住宅 4547 166 3.7%

イ 病院・診療所 458 95 20.7%

ロ 老人福祉施設・保育園 623 122 19.6%

ハ 幼稚園等 77 35 45.5%

7 学校 891 100 11.2%

8 図書館等 67 15 22.4%

イ 蒸気風呂・熱気浴場 18 6 33.3%

ロ 公衆浴場 27 3 11.1%

10 停車場 12 6 50.0%

11 神社・寺院等 427 72 16.9%

イ 工場・作業場 3276 484 14.8%

ロ 映画・テレビスタジオ 0 0

イ 駐車場 387 87 22.5%

ロ 航空機格納庫 7 0 0.0%

14 倉庫 2364 325 13.7%

15 事務所 2873 347 12.1%

イ 複合用途（特定） 1321 212 16.0%

ロ 複合用途（非特定） 356 46 12.9%

１６の２ 地下街 0 0

１６の３ 準地下街 0 0

17 文化財 70 50 71.4%

18 延長50メートル以上のアーケード 18 0 0.0%

19 市町村の指定する山林 0 0

20 総務省令で定める舟車 0

20,425 2,828 13.8%

3

2

合計

13

16

5

6

9

12

防火対象物の区分

1








